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BIM/CIM（Building/Construction Information Modeling, 

Management）は、調査から設計・施工・管理まで一連

の建設生産・管理システムに3次元モデルを導入する

もので、品質確保や生産性向上を目的としています。

国土交通省は2025年※には全直轄事業でBIM/CIMを

原則適用する方針を打ち出し、2019年5月｢CIM導入

ガイドライン(案)｣　｢3次元モデル表記標準(案)｣を提

示しました。

海外においてBIMは急速な広がりをみせ、政府調

達や生産性向上の手段に用いられています。日本

では、海外に遅れながらも2012年に国土交通省が

土木を対象としたCIMの試行を開始し、2014年には

建築を対象としたBIMガイドラインが公表されるなど、

BIM/CIMの導入が進んでいます。

近年、施工段階ではi-Constructionの進展により、

直轄事業等を中心にICT建設機械の導入と活用が

一般的になっています。測量段階でも写真測量技

術とレーダー測量技術の進歩やデータを処理する情

報処理技術の進歩、UAV(無人航空機、ドローン)の

普及により、従来用いられていた点と線による地形の

表現にかわって、面で取得した地形情報を3次元で

表現できるようになりました。設計段階への導入は

やや遅れていましたが、BIM/CIMを活用する環境や

ツールが整備されつつあります。

河川分野では、航空レーザー測深(ALB)や水中3D

スキャンによって、水域部を含めた河川区域の測量

が可能になり、これらの技術で測量したデジタルデー

タを用いた3次元をベースとする｢河川CIM｣による川づ

くりを進める環境が整ってきました。施工段階で3次元

モデルやICT施工技術を最大限に活用することによっ

て、川づくりの大幅な高度化を図ることや、治水と環

境の融合といった「多自然川づくり」の理念の実現も

可能になります。

河川の維持管理には現況を把握するだけでなく、

過去からの変化の追跡と、それを踏まえた将来の予

測が必要です。河川管理に関する諸データを3次元

モデルに組み込むことにより見える化が進み、効率的

な河川管理が可能となります。

このように、河川CIMにより、維持管理から再び計

画、設計、施工そして管理へとサイクルを回すことで

切れ目のない河川マネジメントが期待できます。さら

に治水だけではなく、3次元データの特性を生かし、

河川の背後地とあわせて、自然環境も含めた景観

や生態系ネットワークの評価等も視野に入れることに

よって、活用の幅が広がってきます。

我々が扱うデータは2次元から3次元へと急速に変

わってきました。この先、河川CIMモデルは、物理的

諸元を組み込むだけでなく、水質などの化学データ、

魚類・植物等の生態系およびそれらを育む環境も

組み込み、さらに時間軸を加えた4次元へと進化す

ることが考えられます。このモデルにより物理的変化

に伴って環境がどのように変化していくかを表現し、

それをICT施工によって現場で実現し、検証しながら

河川マネジメントを進めていくことが可能となります。

当社は今後これらの技術を駆使して魅力的な川づく

りを目指し、社会に貢献してまいります。

【参考資料】
1．国土交通省webサイト「BIM/CIM関連」

https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000037.html
2．中村、林田、大槻、小林(2020), 河川CIM(3次元川づくり)の考え方と

標準化に向けた取り組み・課題, 河川, No,884, pp.41-45
3．JACIC研究開発部webサイト掲載資料｢CIMを学ぶ Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ｣

https://www.cals.jacic.or.jp/CIM/jinzai/index_web.html

※今般の新型コロナウイルスの感染拡大を受け、｢新しい日常｣の一環として
政府が行政のデジタル化を進めているなか、国土交通省もBIM/CIMを2年
前倒しして2023年度までに導入する意向を示しています。

これからの河川マネジメントを支える河川CIM
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お申し込みは、Webショップから

「お部屋の健康診断」
してみませんか？

ホコリや汚れの中に存在するダニ・花粉などのDNA量を
測定して、お部屋の衛生状態を評価します。
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社会基盤の形成と環境保全の総合コンサルタント

事業内容

いであ株式会社
昭和28年5月
東京都世田谷区駒沢3-15-1
31億7,323万円
代表取締役会長　田畑 日出男
代表取締役社長　田畑 彰久
987名 (2020年4月1日現在、嘱託・顧問を含む)

商 号

創 立

本社所在地

資 本 金

役 員

従 業 員 数

CORPORATE DATA

■社会基盤整備に係る企画、調査、計画、設計、管理、評価

■社会基盤整備に係る環境アセスメント(調査計画立案、現地調査、予測評価、対策検討、事後調査)、環境計画

■環境リスクの評価・管理

■食品衛生・生命科学関連検査

■自然環境の調査・解析、生物生息環境の保全・再生・創造

■情報システムの構築、情報発信

■災害危機管理、災害復旧計画

■海外事業


